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本資料の目的 

1. 本資料は、第 577回企業会計基準委員会（2026年 5月 28日開催）において、複合金融商

品である金融資産に組み込まれたデリバティブの取扱い及び SPPI要件に基づくアプロー

チの採用に関する ASBJ事務局の分析について聞かれた意見をまとめたものである。 

 

聞かれた意見 

複合金融商品である金融資産に組み込まれたデリバティブの取扱いに関する事項 

2. 事務局の分析に異論はない。 

3. 金融商品会計基準等における組込デリバティブに関する区分処理の定めを維持すること

がよいと考える。 

4. 事務局の分析は、我が国における実務への配慮と国際的な整合性を高める考え方の両立

とのバランスが取られたものであると考える。また、金融商品会計基準等における組込

デリバティブに関する区分処理の定めを維持しつつ、企業の選択により複合金融商品全

体を FVPLで測定することを認めることがよいと考える。 

5. 組込デリバティブのリスクが現物の金融資産に及ぶかどうかについて、事業会社におい

て判断が難しい場合があると考える。仮に審議資料(4)-2 第 11 項(1)の要件を見直す場

合には、実務への配慮と経済実態を適切に表現することとのバランスを考慮する必要が

あると考える。 

6. 金融商品会計基準等における組込デリバティブの区分処理について、審議資料(4)-2の第

11 項（1）の組込デリバティブのリスクが現物の金融資産の当初元本に及ぶことと第 22

項の金融機関における組込デリバティブの区分経理の定めが、理屈の観点から両立でき

ているかどうかが不明確であると考える。このため、財務情報の有用性を高める観点か

ら、どのような考えに基づいて組込デリバティブを分離するかについても見直すことが

よいと考える。 
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7. 組込デリバティブが SPPI 要件に影響することは理解するものの、組込デリバティブと

SPPI要件は独立して重要な論点であることから、SPPI要件への影響の観点から組込デリ

バティブの取扱いを整理すべきではないと考える。 

（その他） 

8. 組込デリバティブの取扱いに関連し、デリバティブの定義に関する IFRS会計基準と日本

基準との差異についても今後整理することが考えられる。 

SPPI要件に基づくアプローチの採用 

（判断が必要となる領域を相対的に小さくする対応について） 

全般的な事項 

9. 事務局の分析に違和感はない。 

10. 実務の観点から、SPPI 要件に基づくアプローチの考え方を取り入れる場合には、判断が

必要となる領域を相対的に小さくする対応を組み合わせることが重要であると考える。 

11. 事務局の分析は、組込デリバティブと SPPI要件が独立していない印象を受ける。組込デ

リバティブと SPPI要件を独立して検討を進めるか、又は相互の影響を考えながら検討を

進めるかが重要であると考える。 

12. 財務諸表利用者の観点からは、組込デリバティブと SPPI 要件に関する IFRS 会計基準の

アプローチを取り入れるかどうかについて、会計基準の理解可能性及び比較可能性の観

点から検討したい。 

案 1を支持する意見 

13. 審議資料(4)-3 第 21 項について、金融資産の種類ごとに個別の定めを設けることで社会

的コストは下がると考えられるものの、様々な金融商品が組成される中で網羅的に取扱

いを定めることは過剰であると考える。案 1 と案 2 で結論が同じであれば問題ないと考

えるものの、一定の定めを設けつつ実務において判断していくことがより忠実な会計処

理になると考えられること及び国際的な会計基準との整合性の観点から案 1を支持する。 

案 2を支持する意見 

14. 審議資料(4)-3第 21項の案 1と案 2について、会計基準の構成の見直しや簡素化するこ

とによって結論が変わるという状況は避けるべきであると考える。案 1 と案 2 で最終的
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な結論が変わらないという前提であれば、会計基準の理解可能性の観点から案 2 を支持

する。 

15. 現行実務と国際的な整合性とのバランスを踏まえると、我が国の利害関係者に受け入れ

やすいとの観点から案 2 を支持する。また、IFRS 会計基準と分類が異なる金融商品につ

いては、公正価値オプションを組み合わせることで IFRS会計基準と同じ会計処理を許容

できるようにすることが考えられる。 

16. 資本性金融商品（例：株式）を対象外とするフェーズ 1 において、IFRS第 9 号「金融商

品」の分類アプローチと揃えることの意義や利点についての情報が十分ではないと考え

る。今後の議論において SPPI要件の考え方を部分的に参照することは考えられるものの、

現時点では現行の日本基準と親和性を踏まえ、案 2がよいと考える。 

 

以 上 


